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Healthcare note（公共・公益法人レポート・シリーズ）

野村證券株式会社 金融公共公益法人部 〒100-8130 東京都千代田区大手町2-2-2 アーバンネット大手町ビル 

本資料に含まれる情報がもたらす一切の影響、本資料の内容に関する正確性、妥当性、法務上のコンプライアンス等につきましては、野村證券はその責を一切負いません。
本資料中の記載内容における各種法令・規則等は随時改定されますので、あくまでも参考資料としてお取り扱いください。また、記載内容における法令・規則及び表現等
の欠落・誤謬などにつきましては、野村證券はその責を一切負いません。本資料は、貴社が経営判断を行うに際して参考となると考えられる情報の提供を目的としたもの
です。経営判断における最終意思決定は貴社自身で行われるものであり、野村證券はこれに対する意見または判断を表明するものではありません。本資料のご利用に際し
ては、弁護士、公認会計士等にあらかじめその内容をご確認ください。 

(寄稿)  

自滅する介護と笑顔で成長する介護 

2013 年、厚生労働省は「職場における腰痛予防対策指針」において「人力に
よる抱え上げを行わせないこと」と管理者側に指導する指針を出している。その
背景には、特に介護施設で増え続ける腰痛による労災認定者数が大きく影響し
ているという。 

一方、米国では、専門職を育てる教育費や、腰痛による医療費などに係るコス
トを算出した結果、病院などで人を移乗させる部屋全てに天井走行リフトを設置
した方が費用対効果は高いと、専門機関 SPHM （Safe Patient Handling and 
Mobility）は結論づけている。そして、約半数の州で人力抱え上げを禁止しており、
禁止した州の病院では、霊安室にもリフトが設置されているという。 

実は、リフトなどの設置は、腰痛対策だけに効果を発揮するのではない。リフト
などによる抱え上げの方が、高齢者の筋肉に緊張を与えることが少なく、拘縮
（例えば膝が曲がったままの状態）が起こりにくいという。つまり、人による抱え上
げが高齢者に不安を与え、これが拘縮につながるのではないかと考えられてい
る。 

高知県では、「腰痛予防対策指針」に基づき腰痛対策の一環として、人による
抱え上げを禁止する「ノーリフティングケア宣言」を行っている。現在では、約 20
の高齢者施設でこれらを実践しているが、その結果「人力による抱え上げや引き
揚げ」による表皮剥離や皮下血腫が激減しているという。そればかりでなく、半年
間拘縮状態であった人が、改善している事例も出ている。 

また、拘縮が起こりやすいもう一つの要因に、「やってあげる介護」があるとい
う。例えば、デンマークでは、自分で食べることができる人は 1 時間かかっても自
分で食べることを前提としている。日本流のある意味で「やさしい介護」では、「や
ってあげる」ことを前提としているケースも少なくない。これが、逆に拘縮を招く可
能性がある。事実、諸外国においては、拘縮はあまり見られないという。 

本稿は、一般社団法人こうしゅくゼロ推進協議会 副代表 石橋 弘人氏に寄
稿いただき、拘縮にまつわる諸外国や国内のあらゆるエピソードを紹介いただい
た。そのなかでは、人による抱え上げなど、日本流のやさしい介護が拘縮の要因
の一つになっていることを、事例を交えながら解説いただいている。 

さらに、本稿のなかで筆者は、米国の半数の州で禁じている「人による抱え上
げ」を未だに前提としている日本の教育の在り方にも警鐘を鳴らしている。本稿
が、「本当にやさしい介護とは何か」を考える良い機会となれば幸いである。 

（市川） 
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